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2023年９月11日 

各  位 

会 社 名 ギ グ ワ ー ク ス 株 式 会 社 

本 社 所 在 地 東京都港区虎ノ門二丁目 10 番１号 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 村 田 峰 人 

 （コード番号 ：2375 東証スタンダード） 

問 合 せ 先 取締役常務執行役員 

管理本部長  

 
小  島  正  也 

 （ＴＥＬ 03-6832-3260） 

 

社外協力者に対する新株予約権の発行に関するお知らせ 

 

当社は、2023年９月11日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社

の社外協力者に対し、下記のとおり新株予約権を発行することを決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、

本件は新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するものであり、特に有利な条件ではないことから、

株主総会の承認を得ることなく実施いたします。 

 

記 

Ⅰ．新株予約権の募集の目的及び理由 

中長期的な当社グループの業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層の意欲

及び士気を向上させ、当社との結束力をさらに高めることを目的として、当社の社外協力者（業

務委託など当社と継続的な契約関係にある者又は当該契約関係にある法人の役員又は使用人

（以下、これらを総称して「社外協力者」という。））に対して、有償にて新株予約権を発行

するものであります。 

なお、仮に本新株予約権がすべて行使された場合に増加する当社普通株式の総数は200,000

株であり、最大で0.9％の希薄化が生じますが、新株予約権の対象となる社外協力者の貢献に

よる当社業績の向上は、当社グループの企業価値・株主価値の向上に資するものと認識してお

り、本新株予約権の発行は、当社の既存株主の皆様の利益に貢献できるものであることから、

株式の希薄化への影響は合理的なものであると考えております。 

 

Ⅱ．新株予約権の発行要項 

１．本新株予約権の名称 

ギグワークス株式会社第25回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申込期日 

2023年9月28日   

３．割当日 

2023年9月29日 

４．払込期日 

2023年9月29日 

 



2 

 

５．募集の方法 

第三者割当ての方法により本新株予約権を割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式200,000株とする（本

新株予約権１個当たりの目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という｡）は100株と

する｡）。なお、本新株予約権の発行後、当社が株式分割（株式無償割当てを含む。以

下同じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整する。ただし、

かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない本新株予約権の

目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、

これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

また、本新株予約権の発行後、合併する場合、株式交換若しくは株式移転を行う場合そ

の他これに準ずる理由により合理的に調整が必要と認められる場合に限り、当社は、合

理的な範囲で付与株式数の調整を行うことができるものとする。 

７．本新株予約権の総数 

2,000個 

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合等、割り当てる

本新株予約権の総数が減少したときは、割り当てる本新株予約権の総数をもって発行す

る本新株予約権の総数とする。 

８．各本新株予約権の払込金額 

１個当たり金5,057円 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額

に付与株式数を乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下、

「行使価額」という｡）は、当初金253円とする。 

10．行使価額の調整 

(１) 当社が、本新株予約権の発行後、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式によ

り行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割又は株式併合の比率 

(２) 当社が、本新株予約権の発行後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合（新株予約権の行使による新株の発行及び自己株式の処分並びに株式

交換による自己株式の移転の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
× 

 

既発行 

株式数 

 

＋ 

新規発行・ 

処分株式数 
× 

１株当たりの 

払込金額 

時価 

既発行株式数  ＋  新規発行・処分株式数 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から、当

社が保有する自己株式数を控除した数とする。 
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11．本新株予約権を行使することができる期間 

2023年10月１日から2028年９月30日までとする。 

12．その他の本新株予約権の行使の条件 

(１) 本新株予約権者は、本新株予約権を行使する時点において当該本新株予約権者が当

社若しくは子会社の取締役等の役員、使用人、社外協力者（社外協力者の取締役等

の役員又は使用人を含む。）のいずれかの地位にあることを要する。ただし、当社

が正当な理由があるものと認めた場合にはこの限りではない。 

(2) 本新株予約権者は、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、本新株

予約権を行使することができない。ただし、当社が別段の取扱いを認めた場合は、

この限りではない。 

① 禁錮刑以上の刑に処せられた場合 

② 当社と競合する業務を営む会社を直接若しくは間接に設立し、又は当該会社の取締

役等の役員若しくは使用人に就任する等、名目を問わず当社と競業した場合（ただ

し、当社の書面による事前の承認を得た場合を除く。） 

③ 重大な法令違反または、公序良俗に反する重大な行為があった場合 

④ 差押、仮差押（但し、客観的に信用状態を著しく毀損したことが明白であるものに

限る。）、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受け、又は公租公課の滞納処

分を受けた場合 

⑤ 支払停止若しくは支払不能となり、又は振出し若しくは引き受けた手形若しくは小

切手が不渡りになった場合 

⑥ 破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立てがあった

場合又は自らこれを申し立てた場合 

13．本新株予約権の取得 

(１) 当社が消滅会社となる合併契約の議案又は当社が完全子会社となる株式交換契約

の議案若しくは株式移転計画の議案を目的事項とする株主総会の招集を当社が決

定した場合（株主総会決議が不要の場合は当該議案につき当社取締役会が決議した

場合）又は株主から当該株主総会の招集の請求があった場合において、当社は、当

社取締役会が別途取得する日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本

新株予約権の全部を無償で取得する。ただし、株主総会において議案が承認されな

かった場合はこの限りでない。 

(２) 当社は、本新株予約権者が第12項に基づき本新株予約権を行使することができなく

なった場合は、当該本新株予約権を無償で取得する。 

(３) 本契約にて定める取得事由に該当した場合、当社は、当社取締役会が別途取得する

日を定めた場合は、当該日が到来することをもって、本新株予約権の全部又は一部

を無償で取得する。なお、本新株予約権の一部を取得する場合は、当社取締役会の

決議によりその取得する本新株予約権の一部を定める。 

14．本新株予約権の譲渡 

譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規

則第17条の定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加す

る資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

16．本新株予約権の行使請求の方法 
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(１) 本新株予約権を行使する場合、第11項記載の本新株予約権を行使することができる

期間中に当社所定の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知する

ものとする。 

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行

使に際して出資される財産の価額の全額を現金にて当社所定の払込取扱場所の当

社が指定する口座に振り込むものとする。 

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、当社所定の行使請求受付場所に対する行使請求

に必要な全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の全額が前号に定める口座に入金された日に発生する。 

17．組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、会社分割、株式交換及び株

式移転（以下総称して「組織再編行為」という。）をする場合、当社は、本新株予約権

者に対し、組織再編行為の効力発生日に、それぞれの場合に応じて会社法第236条第１

項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の本新株

予約権を以下の条件に基づき交付する。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新

株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る。 

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

本新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものと

する。 

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第６項に準じて目的である株式の数につき合

理的な調整がなされた数とする。 

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第９項及び第10項に準じて行使価額につき合

理的な調整がなされた額に、上記第(３)号に従って決定される当該新株予約権の目

的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(５) 新株予約権を行使することができる期間 

第11項に規定する本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から、第11項に規定する本新株予約権を行

使することができる期間の満了日までとする。 

(６) 新株予約権の行使の条件 

第12項に準じて決定する。 

(７) 新株予約権の取得事由及び取得条件 

第13項に準じて決定する。 

(８) 新株予約権の譲渡制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認（再編対

象会社が取締役会設置会社でない場合は株主総会）を要するものとする。 

(９) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項第15項に準じて決定する。 

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
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18. 新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

19．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当て契約に定められた諸条件

を考慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションにより、本

新株予約権１個の払込金額を金5,057円とした。さらに、本新株予約権の行使に際して出

資される財産の価額は第９項記載のとおりとし、行使価額は本新株予約権１個につき、

金25,300円とする。 

20．その他 

その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長に一任する。 

21．新株予約権の割当てを受ける者及び数 

・当社社外協力者  ２名（合計：2,000個） 

秋元 康   1,500個 

秋元 伸介   500個 

 

Ⅲ．割当先の選定理由等 

１． 割当先の概要 

（１）氏名 秋元 康 

（２）住所 東京都渋谷区 

（３）職業の内容 作詞家、プロデューサー 

（４）上場会社と当該個人との間の関係 今後、様々な共同事業を予定しておりますが、現時点では、記載

すべき、該当事項はございません。 

 

（１）氏名 秋元 伸介 

（２）住所 東京都千代田区 

（３）職業の内容 株式会社Y&N Brothers 代表取締役社長 

（４）上場会社と当該個人との間の関係 今後、様々な共同事業を予定しておりますが、現時点では、記載

すべき、該当事項はございません。 

 

当社は、割当予定先が反社会的勢力等でないこと及び反社会的勢力等と何らかの関係を有し

ていないか、調査会社であるKYCコンサルティング株式会社（東京都千代田区紀尾井町3-32 紀

尾井町ヒルズ西館1階）に調査を依頼しました。また、公開情報（登記簿謄本などの官公庁提

出書類、インターネット、雑誌、週刊誌などからの情報収集）との照合等による調査も行い

ました。秋元康氏、秋元伸介氏についてのインターネットや各種情報誌による、風評情報に

ついては、両者にも事実関係を確認しており、当社としては、内容を総合的に精査した結果、

反社会的勢力等の関わりはないものと考えております。これにより、当社は、割当予定先が

反社会的勢力等ではないこと及び反社会的勢力等とは何らの関係を有していないと判断して

おります。なお、当社は、「割当を受ける者と反社会的勢力との関係がないことを示す確認

書（第三者割当）」を株式会社東京証券取引所に提出しております。 
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２． 割り当てようとする株式の数（合計：2,000個） 

当社社外協力者  秋元 康氏 ：1,500個 

 秋元 伸介氏：  500個 

３． 割当先を選定した理由 

本新株予約権は、社外協力者に対して、当社の長期的成長に対するインセンティブを付与す

ることを目的とし、当社の企業価値・株主価値の向上を目指してストック・オプションとし

て発行するものであります。また、割当予定先である社外協力者は、作詞家・プロデューサ

ーである秋元康氏を含めた２名であり、継続的に支援を行っていただく予定で、共に当社の

業績拡大及び企業価値の向上を目指してまいります。今後、中長期的な当社グループへの貢

献意欲を向上させることを目的として、割当予定先に選定するものであります。 

具体的には、本日公表しております「日本直販株式会社（当社連結子会社）株式の一部譲

渡ならびに秋元康氏の「総合プロデューサー」就任に関するお知らせ」に記載のとおり、当

社子会社を通じ、秋元康氏において造詣の深いBtoC事業の拡大を進めていく予定です。 

 

４． 割当先の株券等の保有方針 

当社は、割当予定先からは、長期的に継続して当社株式を保有する意向であることを面談時

に口頭により確認しております。 

 

５． 割当予定先の払込に要する財産の存在について確認した内容 

当社は、新株予約権の払込に要する財産の存在につきまして、割当予定先の払込に概ね支障

がない旨を面談時に口頭、銀行口座の残高を確認する方法等により確認をしており、当社と

しても、かかる払込みに支障はないと判断しております。 

 

６．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本自己株式処分は、①希薄化率が25%未満であること、②支配株主の異動を伴うものではない

ことから、東京証券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見

入手および株主の意思確認手続きは要しません。 

 

以 上 


